別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:国民保護訓練費（国費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　知事直轄　危機管理部門　危機管理課　危機管理担当　電話番号：058-272-1111（内2415）
E-mail：c11117@pref.gifu.lg.jp
	事業費

	


　要求額：2,633千円（前年度予算額：0千円）
	事業内容


	１　事業の内容


 国と共同で緊急対処事態（大規模テロ等）における図上訓練をロールプレイング方式で実施し、下記項目の実施及び県計画の検証と課題の抽出を行う。
・関係職員に対する国民保護法制、国民保護計画の理解促進
　　・関係機関の連携強化
　　・国（内閣官房、消防庁等）の役割の確認
	２　所要経費


　（１）旅費　429千円

・岐阜～東京間往復

・県内市町村間往復

・他都道府県訓練視察

  （２）消耗品費　1,186千円
　　・訓練用着用ベスト　
　　・ホワイトボード
　　・図上訓練用地図出力・コピー等　　

（３）印刷製本費　30千円

        ・訓練資料集印刷等　　　

　（４）役務費　72千円
・テープ起こし等
　（５）委託料　916千円　
        ・訓練記録、評価作成
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

・地域では実施できない支援を推進する
	２　これまでの取組状況


・平成17年度：県国民保護計画作成
　・平成18年度：各市町村が市町村レベルの国民保護計画作成
　　　　→制度的な仕組みを整備
  ・平成19年度：国との国民保護共同訓練実施（第１回目）
・平成20、21年度：県単独図上訓練実施
　・平成21年度：国の基本指針変更に準じた県国民保護計画の変更
　・平成22年度：県計画変更に準じた市町村国民保護計画の変更
	３　これまでの取組に対する評価


　当県では平成１９年度に国との国民保護共同訓練を初めて実施し、自然災害を対象とした従来の防災訓練とは違い、国民保護法制に基づく本格的な県の指揮訓練、国との連携訓練を実施することができた。
　当時は化学テロを想定した訓練を実施したが、緊急対処事態は様々な事案が想定され、今後さらに多様な想定のもと、本格的な指揮訓練を重ね、県の体制強化を図る必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,633
	2,633
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	2,633
	2,633
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


